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農業農村整備の動き

１．はじめに
人口減少に伴う国内市場の縮小や農業者の減

少，世界規模の気候変動への対応等，我が国
の農林水産業をとりまく状況が大きく変わる
中，農業分野での ICT の活用や農林水産業の
グリーン化等を推進することで，労働生産性の
向上や農林水産業の持続可能な成長を図ること
が重要となってきている。

こうした中，人口減少下で持続的に発展する
農業を実現するためには，ロボット，AI，IoT
等の先端技術を活用した「スマート農業」の実
現や，基盤整備においても情報化施工技術や３
次元データ等の ICT を活用することによる効
率的な事業の実施，農林水産分野でのゼロエ
ミッションの達成と持続的発展に向けバイオ炭
等を活用した農地における炭素貯留の拡大を推
進していくことが必要とされており，現場の課
題を技術で解決することで新しい農業の形を形
成することが期待されている。

農地整備は，これまでも時代の要請や農業機
械等の技術の進展に応じ，整備技術や制度を変
遷してきており，その時代の農業を取り巻く情
勢や，技術の進展を映す「鏡」であるとともに
これからも時宜を捉えながら変化していくもの
であると考えている。

ここでは，新たな政策課題に対応するべく，
先端技術に対応した農地整備手法の確立に向け

た取組等について紹介する。

２．先端技術に対応した農林水産省の取組
（１）スマート農業の実現に向けた取組

農林水産省では，技術発展の著しいロボット・
AI・IoT 等の先端技術を活用したスマート農
業の社会実装を加速化するため，スマート農業
技術を実際に生産現場に導入し，技術実証を行
うとともに，技術の導入による農業経営への効
果を明らかにするための実証事業（スマート農
業実証プロジェクト）を 2019（令和元）年度
から開始し，2022（令和４）年度までに全国
205 地区において実証を行っている。また，「農
林水産業におけるロボット技術安全性確保策検
討事業」として遠隔監視によるロボット農機の
無人での完全自律走行の実現に向けた検証等も
行われている。
（２）農林水産業のCO2ゼロエミッション化
の実現に向けた取組
農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイ

ノベーションで実現する「みどりの食料システ
ム戦略（2021（令和３）年５月 12 日みどりの食
料システム戦略本部決定）」を策定し，農林水産
分野におけるゼロエミッション達成に向けた取
組として，「J －クレジット制度を活用したバイ
オ炭の農地施用の促進」や「バイオ炭の農地土
壌への投入技術の開発」を行うこととしている。
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（３）農業農村整備における取組
土地改良長期計画（2021（令和３）年３月

23 日閣議決定）では，生産基盤の強化による
農業の成長産業化に向け，自動走行農機に適し
た大区画化等の農地整備，自動走行農機の精度
を高める RTK-GNSS 基地局の整備，ICT を用
いた水管理省力化技術の導入を推進するとして
いる。

また，基盤整備に関する技術開発の推進方向
を示すために「農業農村整備に関する技術開発
計画（2021（令和３）年 11 月）」を策定し，「スマー
ト農業の実現に資する基盤整備技術」や「農村
における脱炭素の推進に資する技術」などの「重
点化する技術開発テーマ」を設定し，これら技
術開発を推進することとしている。

３．先端技術導入実証事業の創設（国営農用地
再編整備事業）
国営農用地再編整備事業の実施地区を対象

として，ICT 等を活用した先端技術を適用し，
設計・施工方法の有効性や維持管理手法等につ
いて評価を行うとともに，整備手法の確立・体
系化を行うことを目的とした先端技術導入実証

事業（以下「本実証事業」）を 2023（令和５）
年度に創設した。

本実証事業は，①スマート農業の実現に資す
る基盤整備技術の実証を行う ICT 導入実証事
業（以下「ICT 実証」）と，②バイオ炭等を用
いた農地土壌への炭素貯留を増進させる基盤整
備技術の実証を行う炭素貯留効果導入実証事業

（以下「炭素貯留実証」）の２事業で構成され，
2023（令和５）年度から 2027（令和９）年度
までの５年間において，国営地区で実施してい
くこととしている。
（１）スマート農業の実現に資する基盤整備技
術の実証
ICT 実証は，３次元データを活用したほ場

の設計や情報化施工で得られる３次元座標デー
タを自動走行農機等の走行経路設定に活用する
など設計から施工，営農，維持管理における一
連のプロセスの実証を行うとともに，遠隔監視
下での自動走行農機の導入に向けたほ区間・耕
区間移動等に適した農地整備の実証を行うこと
などにより，ICT を活用した先端技術を用い
た農地整備手法を確立・体系化することを目的
としている（図－１）。

図１　ICT導入実証事業のイメージ

手法の一般化から全国展開へ

３次元データの活用やレベル３に対応した農地整備の一連のプロセス等を実証、調査・検討

ほ区間・耕区間移動等の実証

レベル３農機に適した形状・強度の進入路
や移動通路、農道を整備し、走行の安全性
を確保

・ 一定の閉鎖区域において、
ほ区間移動を含む自動走
行等に必要な農地整備の
技術を実証・確立

・ 将来的には開放区域にも
適用

・ ３次元データの活用によるほ場の設計や情報化
施工で得られる３次元点群データを自動走行農
機の走行経路に活用するなど一連のプロセスを検
証

３次元点群データ
（工事成果）

自動走行農機へ搭載 進入路の設計

技術的なガイドライン等として体系化し、全国への横展開を図る

農地整備手法の体系化（イメージ）

情報化施工で得る３次元データの活用（設計、営農、維持管理）

閉鎖区域の規模・設定（ほ区間・ほ場間移動を踏まえた最適区画）

ほ区間・耕区間移動通路、ターン農道、幅広畦畔、進入路の整備手
法の確立

配水自動制御を踏まえた用水計画・整備計画の樹立

営農・維持管理の実証

暗渠の点群データ取得

・ 施工時に暗渠の３次
元位置情報を把握する
技術の検証

・ ICTを活用したほ場内
配水自動制御の技術・
効果の検証

実証結果から、３次元データを活用した一連の効果とレベル３に対応した最適
な整備手法等を検証

調査・検討

実証結果を基に、手法の調査・検討を行
い、農地整備手法等の確立・体系化を図
ることで、手法の一般化から全国への普及・
拡大を目指す。
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設計から施工，営農，維持管理における一連
のプロセスの実証を通じて，設計・施工におけ
る「手戻り防止」や維持管理の省力化等に寄与
するだけでなく，農業生産性を向上させるス
マート農業実現のための環境整備にも寄与する
ことが期待される。

また，現在，研究・開発が行われている遠隔
監視下での自動走行が可能な農業機械に対応し
た農地整備の実証を行うことで，近い将来市場
に投入されることが見込まれる遠隔監視による
自動走行農機への対応に適した基盤の検討にも
寄与することが期待される。
（２）バイオ炭等を用いた農地土壌への炭素貯
留を増進させる基盤整備技術の実証
炭素貯留実証は，作土層，心土層を対象とし

た土層改良や暗渠排水の疎水材としてバイオ炭
を投入し，既存の材料や炭化前の有機物などと
比較することで，生産基盤に与える影響や最適
な施工方法，施工管理手法等を検証し，新たな
農地整備手法等を確立・体系化することを目的

としている（図－２）。
炭素貯留実証によって，バイオ炭等を用いた

整備手法の確立・体系化のほか，バイオ炭によ
る営農効果や生産基盤への影響等を検証するこ
とを考えている。

バイオ炭は，「分解されない」という特性を
活かし資材としての高い耐久性を持つだけでな
く，土層改良や暗渠排水の疎水材への活用によ
り，炭素貯留効果に加え，肥料の吸着，土層の
排水性の改善，水質浄化などに効果が見込まれ
ることから，これらについては，モニタリング
により評価することとしている。

さらに，バイオ炭等を基盤整備に活用するこ
とで，将来的には，温室効果ガス削減に資す
るほ場から生産された農作物のブランド化や J-
クレジット制度（温室効果ガスの排出削減量や
吸収量をクレジットとして国が認証する制度）
の活用といった新たな付加価値の創出に寄与す
ることが期待される。

図２　炭素貯留技術導入実証事業のイメージ

手法の一般化から全国展開へ

バイオ炭等を活用した農地整備手法を実証、調査・検討

技術的なガイドライン等として体系化し、全国への横展開を図る
実証結果から、炭素貯留の効果と最適な整備手法を検証

新たな付加価値の創出

暗渠排⽔の疎⽔材としてバイオ炭等を活用する際の材
料特性に応じた効果を調査

バイオ炭の原料例
（放置⽵林の⽵）

疎⽔材（もみ殻）の
腐食状況

→ 難分解性のバイオ炭の施用により、もみ殻等の疎
⽔材の腐食（圧縮）に伴う耕盤の沈下の軽減効
果を実証

・ 生産基盤に与える効果

土層改良

実証結果をもとに生産基盤に与える効果、最適な施⼯方法、施
⼯管理手法、整備から営農までの一連の効果等を検討し、体系
化

⼯種ごとに用いる施⼯機械や
施⼯手順等をフローチャート等
で整理し、留意点や運用方法
等を体系化

・ 最適な施⼯方法
⼯種ごとにバイオ炭等の材料
の運搬から搬⼊、投⼊等に係る
手順や留意点を体系化

・ 施⼯管理手法

バイオ炭等を用いた農地への炭素貯留を⾏う基盤整備を実証

バイオ炭（⽵炭）

・ 対象⼯種︓ ①⼟層改良（作⼟層、⼼⼟層）、②暗渠排⽔

SDGｓ、 「みどりの⾷料システム戦略」の実現に向けた施策
を推進することで、将来的には温室効果ガス削減の「⾒える
化（ラベル表示）」やJ-クレジット制度の活用など新たな付
加価値の創出が期待

モデルほ場を対象とした基盤整備の実証 調査・検討投入
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５．おわりに
農地整備は，担い手への集積・集約，高収益

作物への転換，食料安全保障，輸出促進，スマー
ト農業導入，みどりの食料システム戦略への対

応など，農政に係る重要施策に関係しているこ
とから，視野を広くして，情勢の変化に適切に
対応した農地整備手法を確立するとともに，全
国に展開する必要があると考えている。

４．自動走行農機等に対応した農地整備の手引
きについて
自動走行農機等の開発促進が期待される中，

自動走行農機等の先進的な省力化技術を農業分
野に導入・利用してその効果を十分に発揮させ
るためには，先端技術の確立のみならず，生産
基盤が先端技術に対応している必要がある。こ
のことから，農林水産省では，自動走行農機の
導入・利用に対応した農地整備計画を作成する
にあたっての基本的な考え方や留意点を整理し
た「自動走行農機等に対応した農地整備の手引
き」（以下，「本手引き」）という。）を 2019（令
和元）年度に作成・公表し，その後の研究開発，
実証，実装の進捗等を踏まえて，2022 年（令

和４）年度に改定を行ったところである。
改定前の本手引きでは，主に平地の水田を対

象に農地整備計画を作成するにあたり，自動走
行農機等の導入・利用に対応するための基本的
な考え方や留意点を整理している。

また，今回の改定では，中山間地域の水田や
樹園地の整備事例やスマート農業実証事業の成
果，先端技術（農業機械・通信技術等）の研究
開発の動向など最新情報を収集・整理するとと
もに，①ドローンを活用する場合の基盤整備の
留意点や②樹園地を含む中山間地域における農
地整備の基本的な考え方及び留意点，研究開発
中を含めた新技術を掲載している（図－３）。

図３　本手引きの改定の主なポイント

〇 現行の手引きは、主に平地の水田を対象に農地整備計画を作成するにあたり、自動走行農機等の導入・利用に対応
するための基本的な考え方や留意点を整理

○ 現行の手引き作成後、①中山間地域の水田や樹園地の整備事例や②実証事業の成果や先端技術（農業機械・通信技
術等）の研究開発の動向など最新情報を収集・整理

○ 今回の改正では、①樹園地を含む中山間地域における農地整備の基本的な考え方及び留意点、②ドローンを活用す
る場合の基盤整備の留意点や研究開発中を含めた新技術を掲載

自動走行農機等に対応した農地整備の手引き（改定の主なポイント）
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本年度創設した「先端技術導入実証事業」で
は，今後重要性が増す２つの分野において，新
たな政策課題の実現に資する先端技術を適用
し，評価・検証を行い，得られた成果は，技術
的なガイドライン等としてとりまとめ，技術の
横展開が図られるよう取り組んでいくこととし
ている。

また，本稿で紹介した「自動走行農機等に対
応した農地整備の手引き」については，スマー

ト農業の急速な発展に応じて，今後とも，専門
知識を有する有識者の参画も得ながら，適時適
切に改定を行う必要があると考えている。

最後に，今回の本手引きの改定にあたって
は，専門知識を有する有識者に参加いただいた
技術検討会を設置し検討を行った。各分野から
の様々なご意見をいただき，とりまとめること
ができた。ここに改めて感謝を申し上げる。
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